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序　　　文

インドネシア国南スラウェシ地域保健強化プロジェクトは、1997年４月から５年間の協力期間

において、ジャワ島などに比べ健康状態の悪い同地域の Village Midwife（地域助産婦）や地域の

医師、検査技師といった医療技術者の人材育成や、県の衛生部長への保健計画の策定・実施に関

する能力強化などを通して、課題となっている乳児死亡率や妊産婦死亡率などを減少させること

を目的として協力が開始されました。

このたび、協力開始後約３年の時点でこれまでの活動内容を確認し、本プロジェクトにかかわ

る専門家とカウンターパートに必要な助言を提供するとともに、本プロジェクトの当初の目標を

達成するために必要な事項をインドネシア側関係者と協議するため、国際協力事業団は、1999年

11月 29日から 12月８日の日程で、国立国際医療センター国際医療協力局長　田中喜代史氏を団長

として、巡回指導調査団を派遣しました。

本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査にご協力を賜りま

した関係各位に深甚なる謝意を表します。

平成 11年 12月

国際協力事業団

理事　阿　部　英　樹
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１．巡回指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

インドネシア共和国（以下、インドネシア）では、ジャワ島などに比べて保健状況の悪いスラ

ウェシ島において、地域助産婦や地域の医師、検査技師といった医療技術者の人材育成や、県の

衛生部長への保健計画の策定・実施に関する能力強化などを通して、課題となっている乳児死亡

率等を減少させるため、プロジェクト方式技術協力の実施を要請してきた。

これを受けてわが国は、1997年４月より５年間の協力期間をもって、①予防できる死亡を減ら

すための人材開発、②問題解決指向型アクションリサーチ（ＰＲＯＡＲ）の導入、③地域臨床検査

システムの強化を目標とした本プロジェクトを開始した。

今回、プロジェクト開始後約３年になろうとしていることから、プロジェクトの進捗状況を把

握し、これまでの活動の成果を評価するとともに、プロジェクト活動の実務上の指導を行いつつ、

今後の活動計画について先方と協議することを目的として、本調査団が派遣された。

１－２　調査団の構成

　担　当 　　氏　名 　　　　　　所　　　属

団長 総　　括 田　中　喜代史 国立国際医療センター国際医療協力局長

団員 地域医療 吉　武　克　宏 国立国際医療センター国際医療協力局

派遣協力第一課長

団員 臨床検査 藤　井　春　男 国立国際医療センター臨床検査部

臨床検査技師長

団員 母子保健 小　西　洋　子 国立国際医療センター看護部副看護部長

団員 協力計画 大小田　　　健 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課
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１－３　調査日程

日順 月　日 曜日 行　　程 備　考

１ 11月29日 月 移動：成田発→ジャカルタ着 ジャカルタ泊

２ 11月30日 火 団内打合せ マカッサル泊

移動：ジャカルタ発→マカッサル着

３ 12月１日 水 保健省南スラウェシ州出張所長表敬訪問 マカッサル泊

ファティマ病院・助産婦指導研修視察

在マカッサル総領事表敬訪問

プロジェクトスタッフと面談

４ 12月２日 木 移動：マカッサル発→パレパレ（パイロット地域）着 パレパレ泊

パレパレ市立病院ラボラトリー等視察

プロジェクトスタッフと面談

５ 12月３日 金 移動：パレパレ発→ピンラン（パイロット地域）着 マカッサル泊

ピンラン県におけるＰＲＯＡＲ活動視察

移動：ピンラン発→マカッサル着

６ 12月４日 土 ミニッツ協議（地区ジョイントコーディネーションミーティング）マカッサル泊

ハサヌディン大学視察

７ 12月５日 日 移動：マカッサル発→ジャカルタ着 ジャカルタ泊

８ 12月６日 月 ミニッツ署名 ジャカルタ泊

９ 12月７日 火 ＪＩＣＡ事務所報告 機内泊

日本国大使館報告

移動：ジャカルタ発→

10 12月８日 水 →成田着

注）1999年 10月より、ウジュンパンダンからマカッサルへ名称変更
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１－４　主要面談者

（1）インドネシア側関係者

1） 保健省

E. Sutarto 事務次官

Risma Sitrus 計画局職員

2） 保健省南スラウェシ州出張所

H. Akib Kamaluddin 所長

Satrya Thaifur 次長

Andi Mhadir 地方分権推進部長

3） 南スラウェシ州保健局

Muhammad Saad 保健サービス部長

Nadia H. 家族保健部長

Mursad Abdi 検査所長

4） ハサヌディン大学

Tahir Abudullah 公衆衛生学部長

Abdullah Razak Tharo 公衆衛生学修士課程担当

5） ピンラン県

H. M. Sunduseng Mkes 衛生部長

H. Husnah Tadjo 衛生部母子保健課長

H. Abdullah Turu SKM 衛生部スッパ保健所長

Hj. Mariana Yasin 衛生部マッティロブル保健所助産婦長

6） パレパレ市

Nuraeni Dahang 市立病院事務長

Simon Rising 市立病院医療サービス課長

（2）日本側関係者

1） 在インドネシア日本国大使館

堂道秀明 公使

宇津忍 一等書記官

2） 在マカッサル総領事館

松田勲 総領事

金子一也 副領事
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3） ＪＩＣＡインドネシア事務所

庵原宏義 所長

北野一人 職員

4） 単発専門家

小畑美知夫 長期専門家（保健政策アドバイザー）

5） 母と子の健康プロジェクト

渡辺洋子 チーフアドバイザー

宮崎正 長期専門家（業務調整）

6） 南スラウェシ地域保健強化プロジェクト

新崎康博 チーフアドバイザー

上潟口徳次郎 長期専門家（業務調整）

下杉彰男 長期専門家（臨床検査）

川村正子 長期専門家（ＰＲＯＡＲ）

保志門澄江 長期専門家（助産学）
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２．要　約

（1）プロジェクト活動

1） 人材開発研修

南スラウェシ州の県レベルの指導者（県衛生部長、病院長、保健センター長など）が選抜さ

れて研修を受けている。全コース修了者からレポート審査をして、成績優秀者には公衆衛生

修士号が授与される。この研修はＪＩＣＡの中堅技術者養成対策費から経費が賄われている

が、年ごとにインドネシア側の負担へ変わっていく予定である。しかし、インドネシア当局

者からの話では経済危機のための政府財政難で、実現は難しそうだとのことである。一方、研

修コースの内容の充実から、自費でもいいから受講したいという希望者もいるようで、有料

受講者の参加は多少はこの研修コースの継続性に益するものと思われる。

2） 問題指向型アクションリサーチ（ＰＲＯＡＲ）

ブルクンバ県とピンラン県それぞれから５つのヘルスセンターが選ばれ、それぞれにアク

ションリサーチ手法を用いて、テーマを選択して３回のワークショップを開いたうえで、そ

の地域の保健衛生上の問題分析を行い、そのためのリサーチを行い、その結果に基づいて、問

題解決のための目標設定を行い、活動計画を立て、活動して、その結果を評価するという一

連のサイクルを半年単位で回している。サイクルを回す期間が半年と短いのは、活動の結果

を出すことが目的ではなく、アクションリサーチという手法を理解し身につけさせることが

目的であるため、サイクル期間を短く集約的に回したほうが、先方の理解が早いためである。

このＰＲＯＡＲ活動はヘルスワーカーの積極的な参加を得て、活発に行われているが、この

ＰＲＯＡＲをマスターしたかどうかをどのようにして客観的に評価するかは難しい。仮に

ＰＲＯＡＲ手法を地域保健婦がマスターしたとしても、そのことが地域の保健衛生上の問題

解決に有用であるという実績もぜひ示してほしい。最終的にはこの手法が他県においても応

用できるように、手法の標準化、マニュアル化、モジュール化することが望まれる。

3） 臨床検査システム

３章を参照されたい。

（2）訪問施設

1） ピンラン県

保健所を１カ所と３つのコミュニティーを視察した。

保健所（プスケスマス）では保健所の構成と役割について説明があった。コミュニティー視

察では、それぞれの地域のトイレの問題、下痢、結核等に対する住民レベルの取り組みを見

学することができた。
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2） パレパレ県

県立病院とその臨床検査部門を視察した。

（3）プロジェクトの現状からみたプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の検討

本プロジェクトは南スラウェシ州の地域保健強化をめざしたプロジェクトとしてスタートし

たが、プロジェクト目標が１つのテーマに絞りきれていないために、プロジェクトの性格をひ

と言で表しにくいという難しさがある。本プロジェクトに掲げられたプロジェクト目標は、

①予防できる死亡を減少させるための人材開発、

②ＰＲＯＡＲの県衛生部への導入、

③県レベルの臨床検査の強化、

の３つとされている。その後改訂されたＰＤＭで①はさらに細分化されて、①－１ハサヌディ

ン大学などにて、地域の医療保健従事者を対象とした継続性がある業務能力改善のための卒後

教育プログラムを完成する、①－２上記の卒後教育プロジェクトを保健省などが有効適切なも

のであることを認める、となっている。

プロジェクトの活動の内容からいって、これはプロジェクトのタイトルにある「地域保健強

化」そのものが目的ではなく、そのための「人材養成」を目的としたプロジェクトであることは、

前回の運営指導調査団（1999年２月）で指摘した。また、この３つのプロジェクト目標が相互に

どのような関連があって、その結果、何が期待できるのかがわかりにくい。今後プロジェクト

の後半に向けて整理して、本プロジェクトが人材養成プロジェクトであるとの位置づけから、

このプロジェクトがめざしている具体的目標を明確化しておく必要がある。またＰＤＭに記載

されているプロジェクト成果がプロジェクト目標をほとんど言い換えただけのものになってお

り、若干整理が必要である。

（4）団長所感

本プロジェクトの進捗状況はおおむね順調と思われる。ハサヌディン大学における地域保健

管理者研修コースについては、昨今の経済危機のあおりで保健省からの予算の継続性に不安が

あり、将来的な継続発展性に危惧がないとはいえない。

また、地域保健担当者にかかわる人材育成においては、現在のところ母子保健活動を行う助

産婦を対象とした研修が占める割合が大きいために、母子保健活動が本プロジェクトの活動目

標であると一部誤解されているように見受けられたが、同活動は人材開発のうちの一部に過ぎ

ない。本プロジェクトの目標はあくまでも地域保健強化にかかわる人材開発であるところ、今

後は助産婦以外を対象とした研修の実施が望まれる。

ＰＲＯＡＲについては、地域の具体的な活動に適応することにより、その考え方は徐々に浸
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透しつつある。今後は異なる地域や職場への適応をより容易にするための工夫やモジュールの

開発が望まれる。これも最終的にはどのような形で評価するのかを明らかにするなかで、それ

に照準をあてて技術移転（指導）していく必要がある。

最後に、臨床検査システムについては、診療サービスにおける臨床検査の有効的な活用の促

進、つまり臨床検査を診療のなかに深く組み込む努力が必要である。地域病院の病歴を概観し

てみて、検査データがあまり利用されていない現状が感じられる。つまり、臨床検査精度の向

上に関係者、特に検査データを必要としているはずの医師たちに、それほど熱意が感じられな

い。まずは検査データの積極的な活用が検査精度の向上のバネになると思われ、医師をはじめ

とする関係職種とのいっそうの連携強化が望まれる。技術協力専門家の個々の活動が精力的に

行われている割には、相互の協調と連携が若干欠けている印象を受けた。前述したようにＰＤ

Ｍに掲げられているプロジェクト目標が３本立てで、相互の関連性が不明瞭であることが一部

原因となっている可能性がある。形のうえでも専門家が連携協調しやすいようにＰＤＭについ

て十分協議したうえで、お互いの共通目標を再認識してほしい。

プロジェクトも後半にさしかかり、これまでのＰＤＭを多少修正する必要が出てきている。

これまでのプロジェクトの活発な活動の結果、活動が広範かつ多彩な広がりをみせて、各々の

活動のプロジェクト目標達成に向けての位置づけが不明瞭になりつつある。プロジェクトの活

動の成果をどう集約して最終評価に結びつけていくかが、今後の課題となろう。そのためにも

早い時期にＰＤＭを相手側と協議し、手直しをするための専門家派遣が望まれる。
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３．プロジェクトの成果と課題

３－１　臨床検査

（1）調査目的

臨床検査部門は、臨床検査システムという課題のもとに「精度保証」を中心に内部精度管理

図の作成、外部精度管理調査の実施、コンピューター研修、臨床検査のマニュアル作成と広

範にわたっての業務内容を抱えているが、特に現在精力的に進めている内部精度管理図作成

もプール血清を作製して正常域を中心に実施されている。研修制度は今年度１回開催されて、

施設院長および現場の技師等が参加し、徐々にではあるが効果が期待できるものと思われる。

また、外部精度管理調査についても国内から生検体を持ち込み２回実施されているが、日

本との基準値の違いもあり、その評価は慎重に行わなければならないと思われる。

今回、インドネシアも政情が安定して、1999年の調査から比較して検査部門の改善傾向が

みられ、残された期限内で所期の目的が達成されるものと思われる。

（2）調査報告

今回、調査した医療機関は病院および保健所であるが、以下に述べる諸問題は今後の期間

内において改善若しくは当初の計画に基づいて改善しなければならない事項である。

・精度保証について、採血から結果報告までの一貫した作業の流れについて現場に周知す

ることが望ましい。

・内部精度管理用血清（プール血清）の作製について、「正常域、高値、低値」の３濃度につ

いて作製し、精度管理図を記録することが望ましい。

・プール血清の搬送のあり方、プール血清の保存、プール血清の溶解の仕方の指導をする

ことが望ましい。

・内部精度管理図の評価についてスタッフの指導をすることが望ましい。

・内部精度管理図作成にあたっては、機器の精密度、正確度を知るうえからＸ－Ｒ管理図

の作成が望ましい。

・国内基準値を作成することが望ましい。

・臨床医との接点をもって互いに情報交換することが望ましい。

・検査室現場で勉強会・研修会等の制度を確立することが望ましい。

・医療機器を頼りにすることなく「マニュアル検査」の開拓にも努力を払うことが望まし

い。

・検査のマニュアル等を作成して、臨床検査および医療現場に周知し理解を深めることが

望ましい。
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・パソコンの研修を行い、台帳管理、精度管理図の作成、検査統計等の資料を作成するこ

とが望ましい。

・外部精度管理調査については、State of artを明確にすることが望ましい。

・外部精度管理調査については、Consensus valueを提示することが望ましい。

・外部精度管理調査については、Performanceを明確にすることが望ましい。

・外部精度管理調査については、実行能力向上のための教育（研修）を行うことが望まし

い。

・結核検査の塗抹については既知標本等を作製して技能評価することが望ましい。

・精度管理において施設間差を是正することに努力を払うことが望ましい。

・精度保証システムのなかにおいて熟達度のサーベイランス、検査前精度保証、分析過程

の管理（内部精度管理、外部精度管理）、検査後の精度保証および検査結果の有効利用等、

一貫した工程について努力を払うことが望ましい。

・良質な検査室管理運営（Good Laboratory Practice）にあたって、予算とその編成、人員

構成と管理、マニュアルの管理（作業関連マニュアル、報告関連マニュアル）、試薬保管

管理、機器・システムの管理、安全対策・健康管理および廃棄物管理等について一貫し

た管理体制を構築することが望ましい。

（3）今後に残された課題

この計画は５年という計画のもとに進められてきたが、臨床検査システムについては大変

複雑多岐にわたっていて、計画どおりに進めることは困難な作業である。

しかしながら、２年半が経過して丁度折り返し時点で残された期間内にすべての計画を終

わらせなければならない使命のもとに全力投球して計画を進めなければ、中途半端な技術協

力となりかねない。

したがって、今進めている精度保証についても、評価のあり方等を明確にして問題点を洗

い直してクオリティーを高めて始めて臨床部門からの信頼につながっていくものである。

また、臨床部門も検査に対する認識をさらにいっそう深めてもらい、診断・治療および予

後の判定に臨床検査結果がいかに大切であるかの認識に立って理解を深めてもらわなければ、

今進めている臨床検査システムは成功としての評価が厳しくなる。そのことからも現場技師

が技術力を研鑽し新しい検査への挑戦、患者一人の生命の尊さを理解して、ともにチーム医

療として貢献しなければならない。

調査報告で取り上げた項目について、その意味では大変重要な項目であり、少ない期間の

なかでインドネシアにとって高い評価を受けなければならない課題である。
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（4）まとめ

インドネシアにおいても地方分権化が日本同様進みつつあるが、医療を取り巻く環境は分

権化にあわせて、よい方向に改善されていくことを期待したいものである。今回、治安もよ

く、1998年とはまた違って車での移動は時間を要したが、ピンラン、パレパレ地域の医療事

情を視察することができ、そのなかで臨床検査の果たす役割がいかに大切であるか、また、い

かに患者の生命を維持するために臨床検査が必要であるかなど、つぶさに検査室を視察して

感じた。

患者の診断・治療および予後の判定には、臨床検査および画像検査等を含めて総合的に臨

床医は判断しなければならないが、日本のように皆保険制度ではなく財務面で厳しい面がう

かがえ、なかなか思うように検査依頼を医師から出してもらえない側面もある。

しかしながら、いくら検査室の精度が上がったからといって検査依頼は増えるものではな

く、臨床の先生方の理解と協力がなければ検体増にはつながらない。

また、検査室現場においても、患者のために何をなすべきか、何を行うことによって一人

の命を救うことができるのかを絶えず研究して取り組まなければならない課題である。精度

保証（Quality assurance）という言葉は、今まで使われてきた総合的精度管理（Total quality

control）という言葉が置き換えられて、国内では運用が図られている。これらの過程におい

ては検査技師が大部分の工程を管理する必要性があり、検査依頼の時点でも分析方法の選択、

分析方法の詳細など臨床の現場で検査技師がさらに能力を評価される機会は増大するもので

ある。

繰り返し述べるが、検査の依頼、適性検査条件、採血・前処理、検査受付・前処理、分析

工程、分析の点検、結果の報告、問題症例の整理、検査結果の有効利用等一連の過程で検査

技師の果たす役割を自覚して取り組ませることが早急に必要とされる。

３－２　「問題解決指向型アクションリサーチ」の活動概要と実績

（1）ＰＲＯＡＲの概要

南スラウェシ州内パイロット県においてＰＲＯＡＲ手法が地域保健システムの日常業務の

ひとつとして取り入れられ、そこの地域において予防可能な死亡の数を減少させることに貢

献することを目的としている。

（2）ＰＲＯＡＲ活動実績

1） 1998年１月より、プロジェクトサイクルマネージメント（ＰＣＭ）手法をアレンジして用

い、当初は母子保健活動を強化する活動として、２つのパイロットエリアにおいて試行が

行われ、ＰＲＯＡＲが南スラウェシ州でどのように開発・導入されるべきか検討（1998.１～



- 11 -

1999.３）。

2） 導入されたパイロットエリア２県中の 10保健所において、１～３回の「ＰＲＯＡＲ」と

「小さなプロジェクト」と題した地域の保健問題を解決するための取り組みや、その活動が

行えるように側面的にサポート（1998.１～1999.３）。

3） 州レベルの人材が、地域レベルの医療従事者や住民の健康状態へ目を向け、地域で発見

された保健問題に対しての理解を示し、この活動のサポート体制をつくりだすことを目的

に、地域で行っている「小さなプロジェクト」活動の視察会を開催。

4） 上記の活動を通し、州や県・保健所レベルと合同でＰＲＯＡＲ活動について、評議会議

を開催（1998.12～1999.３）。

＜評価＞

①南スラウェシ全域へ地方分権化を導入する手法のひとつとして活用したい。

②短期間に保健所レベルで取り組むべき数々の地域保健問題を解決する手法として適し

ている。

③ＰＲＯＡＲを活用することによって、現在ある保健所レベルのマネージメントシステ

ムを強化することができる。

④ＰＲＯＡＲは母子保健に限った活動だけでなく、その対象を、地域保健にかかわる全

課へ広めるべきである。

⑤カウンターパートについても、母子保健課だけでなく、地域保健にかかわる全課とし

て再編したほうがよい。

⑥他の地域へ紹介するためにも、ツールが必要。

⑦南スラウェシ地域とインドネシア保健システムに適合した「ＰＲＯＡＲ」に開発するべ

きである。

5） 活動方針の見直し（1999.４）

①カウンターパートを母子保健課から他課を入れた州レベルＰＲＯＡＲ運営委員会とし

て編成し直し。

②地域保健にかかわる全課に適応できる、南スラウェシ地域に導入可能なＰＲＯＡＲ手

法の開発。

③パイロットエリアへの導入。

④県や保健所で行う「ＰＲＯＡＲ」と「小さなプロジェクト」活動をサポートしていく。

（3）所感・提言

約３年間の活動を通して南スラウェシ州パイロット地域におけるＰＲＯＡＲの考え方は、

保健衛生にかかわる行政レベルの人から、地域で活動している保健所の人たちにまで浸透し
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てきていると思われる。今までのトップダウンの考え方から、自分たちの問題に気づき、分

析し、計画していくそのプロセスは多くの時間を要し、困難があったかに思えるが、プロジェ

クト・サイトのすべての保健所レベルまできたことは評価に値する点である。

しかし、ＰＲＯＡＲのモジュールはわかりやすく書かれているとはいいきれず、保健所レ

ベルの人に十分に理解されているとはいえない。今後、シンプルに誰にでもわかりやすくし

ていく工夫が必要であり、ヘルスボランティアなど保健活動に従事している人々により浸透

していくように、なおいっそう工夫が必要と考える。

ＰＲＯＡＲに関しては、関係している人たちのなかでも当初、若干の理解の相違がみられ

たが、徐々にカウンターパートも含め共通理解に向かっている。今後は、チームのなかで十

分共通理解できるように話し合いを続け進んでほしい。



附　属　資　料
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